様式１－１（第３条関係）
（年号）　　年　　月　　日　　

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿
名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
新規登録協議申請書
　このたび、自家用有償旅客運送の登録を受けたいので、道路運送法第７９条の２の規定に基づき、下記のとおり申請します。

　

記

１．名称、住所、代表者の氏名

２．自家用有償旅客運送の種別

福祉有償運送

３．運送の区域

	区　　域
	備　　　　　　考

	
	


４．事務所の名称及び位置

	事務所の名称
	位　　　　　　置

	
	


５．事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数
	事務所の名称
	所 有

区 分
	寝台車

（軽）
	車いす車

（軽）
	兼用車

（軽）
	回転シート車

（軽）
	セダン等

（軽）
	合　計

（軽）

	
	所 有
	（ 　）
	（ 　）
	（ 　）
	（ 　）
	（   ）
	（  　）

	
	持 込
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※

( )

	
	合 計
	（　 ）
	（ 　）
	（　 ）
	（　 ）
	（ 　）
	（　  ）


軽自動車については、（　）内に内数で記載すること
事業用自動車については、※欄に記入すること
６．運送しようとする旅客の範囲
	
	イ　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者

	
	ロ　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第5条に規定する精神障害者

	
	ハ　障害者の雇用の促進等に関する法律第2条第4号に規定する知的障害者

	
	ニ　介護保険法第19条第1項に規定する要介護認定を受けている者

	
	ホ　介護保険法第19条第2項に規定する要支援認定を受けている者

	
	ヘ　介護保険法施行規則第140条の62の4第2号のる基準（基本チェックリスト）に該当する者

	
	ト　その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障害を有する者


　行うものに○を付すものとする。
７．運送の区域ごとの対価の額
　（必要に応じ関係資料を添付のこと）
８．（事業者協力型自家用有償旅客運送の場合）協力事業者の氏名又は名称及び住所

９．添付書類

（１）定款又は寄付行為、登記事項証明書、役員名簿
（２）法第７９条の４第１～４号に該当しない旨を証する書類
（３）地域公共交通会議等において協議が調ったことを証する書類

（４）自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

（５）運転者が必要な要件を備えていることを証する書類

（６）運行管理の責任者及び運行管理の体制を記載した書類

（７）整備管理の責任者及び整備管理の体制を記載した書類

（８）事故発生時の対応に係る責任者及び連絡体制を記載した書類

（９）自家用有償旅客運送自動車の運行により生じた旅客その他の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する書類

（10）運送しようとする旅客の名簿
様式１－２（第３条関係）
（年号）　　年　　月　　日　　

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿
名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
期間更新登録協議申請書
　このたび、自家用有償旅客運送の有効期間の更新を行いたいので、道路運送法第７９条の６及び同法施行規則第５１条の１０の規定に基づき、下記のとおり申請します。

　

記

１．名称、住所、代表者の氏名

２．登録番号

３．自家用有償旅客運送の種別

福祉有償運送

４．運送の区域

	区　　域
	備　　　　　　考

	
	


５．事務所の名称及び位置

	事務所の名称
	位　　　　　　置

	
	


６．事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数
	事務所の名称
	所 有

区 分
	寝台車

（軽）
	車いす車

（軽）
	兼用車

（軽）
	回転シート車

（軽）
	セダン等

（軽）
	合　計

（軽）

	
	所 有
	（ 　）
	（ 　）
	（ 　）
	（ 　）
	（   ）
	（  　）

	
	持 込
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※

( )

	
	合 計
	（　 ）
	（ 　）
	（　 ）
	（　 ）
	（ 　）
	（　  ）


軽自動車については、（　）内に内数で記載すること
事業用自動車については、※欄に記入すること
７．運送しようとする旅客の範囲
	
	イ　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者

	
	ロ　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第5条に規定する精神障害者

	
	ハ　障害者の雇用の促進等に関する法律第2条第4号に規定する知的障害者

	
	ニ　介護保険法第19条第1項に規定する要介護認定を受けている者

	
	ホ　介護保険法第19条第2項に規定する要支援認定を受けている者

	
	ヘ　介護保険法施行規則第140条の62の4第2号のる基準（基本チェックリスト）に該当する者

	
	ト　その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障害を有する者


　行うものに○を付すものとする。
８．運送の区域ごとの対価の額
　（必要に応じ関係資料を添付のこと）
９．（事業者協力型自家用有償旅客運送の場合）協力事業者の氏名又は名称及び住所

10．添付書類

（１）定款又は寄付行為、登記事項証明書、役員名簿
（２）法第７９条の４第１～４号に該当しない旨を証する書類
（３）地域公共交通会議等において協議が調ったことを証する書類

（４）自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

（５）運転者が必要な要件を備えていることを証する書類

（６）運行管理の責任者及び運行管理の体制を記載した書類

（７）整備管理の責任者及び整備管理の体制を記載した書類

（８）事故発生時の対応に係る責任者及び連絡体制を記載した書類

（９）自家用有償旅客運送自動車の運行により生じた旅客その他の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する書類

（10）運送しようとする旅客の名簿
様式１－３（第３条関係）
（年号）　　年　　月　　日　　

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿
名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
変更登録協議申請書
このたび、自家用有償旅客運送の登録事項の変更を行いたいので、道路運送法第７９条の７及び同法施行規則第５１条の１１の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．名称、住所、代表者の氏名

２．登録番号

３．自家用有償旅客運送の種別

４．変更しようとする事項

　(1)  運送の区域　　

	新
	旧

	
	


(2)　運送の種別

	新
	旧

	
	


(3)　事業者協力型自家用有償旅客運送を行うかどうかの別
	新
	

	旧
	


５．変更予定期日

　　（年号）　　年　　月　　日
様式１－４（第１０条関係）
（年号）　　年　　月　　日　　

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿
名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
登録事項変更届出報告書
このたび、自家用有償旅客運送の登録事項のうち軽微な事項の変更を行いましたので、道路運送法第７９条の７及び同法施行規則第５１条の１３の規定に基づき、下記のとおり届出致します。

記

１．名称、住所、代表者の氏名

２．登録番号

３．自家用有償旅客運送の種別

４．変更した事項
(1) 名称、住所、代表者の氏名

	
	新
	旧

	法人の名称
	
	

	住　　　所
	
	

	代表者の氏名
	
	


(2) 自家用有償旅客運送の種別

   　（交通空白地有償運送又は福祉有償運送のうちいずれかを行わないこととする場合に限る）

	新
	旧

	
	


  (3)  運送の区域（減少した場合に限る）

	
	運　　送　　の　　区　　域

	新
	

	旧
	

	(4)  事務所の名称及び位置

	
	名　　称
	位　　置

	新
	
	

	旧
	
	


(5)  事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数

	事務所の名称
	所有

区分
	寝台車

（軽）
	車いす車

（軽）
	兼用車

（軽）
	回転シート車

（軽）
	セダン等

（軽）
	合　計

（軽）

	新
	
	所有
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	持込
	( )
	※

( )
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※

( )

	
	
	合計
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	旧
	
	所有
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	持込
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※
( )

	
	
	合計
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）


軽自動車については、（　）内に内数で記載すること
事業用自動車については、※欄に記載すること

(6)　運送しようとする旅客の範囲（縮小する場合に限る）

	
	新
	旧

	身体障害者
	
	

	精神障害者
	
	

	知的障害者
	
	

	要介護認定者
	
	

	要支援認定者
	
	

	基本チェックリスト該当者
	
	

	その他
	
	


   行うものに○を付すものとする。
(7) 事業者協力型自家用有償旅客運送に係る協力事業者の氏名又は名称、住所

	
	新
	旧

	氏名又は名称
	
	


	住　　　所
	
	


５．変更をした日

　　（年号）　年　月　日
様式１－５（第１０条関係）
（年号）　　年　　月　　日　　

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿
名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

  代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
運送対価変更協議申請書

　このたび、下記のとおり運送の対価として収受する金額を変更したいので、運営協議会において協議をお願いします。
記

１　名称、住所、代表者の氏名

２　登録番号

３　自家用有償旅客運送の種別

（福祉有償運送）

４　運送の対価の変更　

	新
	旧

	
	


５　変更予定期日

　　（年号）　　年　　月　　日

様式１－６（第１０条関係）
（年号）　　年　　月　　日　　

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿
名　　　　称　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
車両変更協議申請書

このたび、当法人（又は団体）が使用する車両を　　台増やしたいので、運営協議会において協議をお願いいたします。

１　増やす車両の明細（記載欄が足りない場合は別紙でも可）

	両数
	種類
	車　　名
	型　式
	乗車

定員
	長さ

（ｍ）
	幅

（ｍ）
	高さ

（ｍ）
	装置の

種類
	所有･持込の別

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　車両の増加に伴い、添付が必要な書類

（１）申請主体の福祉輸送サービス事業運行規約

（２）使用する車両に係る任意保険若しくは自動車共済に加入している（加入する計画があることを含む。）ことを証する書類

（３）車両の提供及び使用についての契約書の写し（車両を持ち込む場合に限る。）

（４）運転者就任承諾書（別紙「様式第４号」）（運転者を追加した場合に限る。）

（５）輸送に携わる者が移動制約者の輸送の安全の確保に関し必要な知識又は経験を有する者であることを証する書類（上田市福祉輸送サービス事業実施要領に規定する研修を修了した（又は修了する見込である）旨の証明で可）（運転者を追加した場合に限る。）

（６）あらかじめ登録した会員名簿（見本１）（会員を追加した場合に限る。）

（７）個人情報閲覧同意書（「様式２」）（追加した会員に限る。）

様式２（第３条関係）

個人情報閲覧同意書
　　年　　月　　日
上田市福祉有償運送運営協議会長　殿

（上田市長　　殿）
＜法人（団体）名＞

住　　　所

法人（団体）名

＜会　員＞

住　　　所

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　印

上記法人（団体）の会員である私は、上記法人（団体）が上田市福祉有償運送運営協議会に、道路運送法第７９条第２項に基づく新規登録（第７９条の７に基づく変更登録）に係る協議を申請するに当たり、下記により、私の福祉関係情報を閲覧することに同意します。
記

１　閲覧の目的

上田市福祉有償運送運営協議会において、道路運送法第７９条第２項に基づく新規登録（第７９条の７に基づく変更登録）に係る協議を行うため
２　閲覧者

（1） 上田市福祉有償運送運営協議会長、協議会委員及び事務局職員

（2） 上田市町村長及び同市町村職員
３　閲覧に当たっての条件

閲覧終了後は、確実に回収した上で、厳重に保管又は確実に廃棄するなど、他の者の目に触れないよう万全の配慮をすること。

４　同意の期限

　　年　　月　　日
様式３（第１０条関係）

　　年　　月　　日

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿

住　所　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　

道路運送法第７９条に基づく新規登録報告

道路運送法第７９条の６第１項の規定に基づく有効期間の更新の登録報告

道路運送法第７９条の７第１項の規定に基づく変更登録報告
このたび、下記のとおり道路運送法第７９条（第７９条の６第１項の規定・第７９条の７第１項の規定）に基づき、新規登録（有効期間の更新の登録・変更登録）を受けました。

記

１　登録年月日等

別添登録証（写し）のとおり

２　事業開始年月日

（年号）○○年○○月○○日

３　その他

施行規則第５１条の２３第１項及び第２項に基づく標章の表示が使用車両の車体にされていることを証する写真

様式４（第１０条関係）

　　年　　月　　日

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿

住　所　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　

会員現況報告
（年号）　　年　　月　　日現在における当法人の登録会員は、下記のとおりです。

記

１　会員（輸送サービスの利用者に限る。）の員数

２　会員（輸送サービスの利用者に限る。）の員数を証する書類

会員登録簿（見本１）
様式５（第１０条関係）

　　年　　月　　日

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿

住　所　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　

使用する車両の提供及び使用についての契約更新報告

このたび、当法人が使用する車両のうちの持込車両に係る提供及び使用についての契約を下記のとおり更新しました。

記

１　契約の更新を行った車両の明細

	車両番号
	種類
	車名
	型式
	乗車

定員
	長さ

(ｍ)
	幅

(ｍ)
	高さ

(ｍ)
	装置の

種類
	所有・持込の別

	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	


２　契約を更新したことを証する書類

車両の提供及び使用についての契約書の写し

３　契約更新日及び契約期間

（年号）○○年○○月○○日（○年間）

様式６（第１０条関係）

　　年　　月　　日

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿

住　所　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　

使用する車両に係る任意保険又は自動車共済の契約変更（更新）報告

このたび、当法人が使用する車両のうちの下記車両に係る任意保険又は自動車共済の契約を下記のとおり変更（更新）しました。

記

１．変更（更新）を行った車両の明細

	車両番号
	種類
	車名
	型式
	乗車

定員
	長さ

(ｍ)
	幅

(ｍ)
	高さ

(ｍ)
	装置の

種類
	所有・持込の別

	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	人
	
	
	
	
	


２．契約を変更（更新）したことを証する書類

任意保険又は自動車共済の証券の写し

３．契約変更（更新）日及び契約期間

（年号）○○年○○月○○日（○年間）

様式７（第１０条関係）

　　年　　月　　日

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿

住　所　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　

運行管理現況報告
（年号）　　年　　月　　日現在における当法人の運行管理の状況は、下記のとおりです。

記

１　運転者の員数

人

２　運行管理の現況を証する書類

運行管理の体制等を記載した書類（処理方針に定める別添「様式第６号」）

３　 運転者の現況を証する書類

運転者名簿

運転者の運転免許証及び施行規則第５１条１６に定める資格の有無を証する書面の写し（前回と比べて変更がある場合に限る。）

様式８（第１０条関係）

　　年　　月　　日

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿

住　所　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　

事故発生報告
当法人の運送業務において、施行規則第５１条の１６第２項に規定する事故が、下記のとおり発生しました。

記

１　発生年月日

（年号）　　年　　月　　日

２　人身・物損の別

人身・物損

３　事故の状況

別添自動車事故報告書のとおり

４　事故対応責任者

職

氏名

様式９（第１０条関係）

　　年　　月　　日

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿

住　所　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　

苦情処理状況報告
（年号）　　年　　月　　日から（年号）　　年　　月　　日までにおける当法人の運送業務に対する苦情については、下記のとおり処理しました。

記

１　苦情の件数

件

２　改善（見直し）した主な内容

３　運営協議会への要望等

４　苦情処理の状況

別添のとおり

５　苦情処理責任者

職

氏名

様式１０（第１０条関係）

　　年　　月　　日

上田市福祉有償運送運営協議会長　殿

住　所　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　

法人格喪失届
事業廃止届
このたび、下記理由により当法人の運送事業を廃止することとなりましたので、届け出ます。

記

１　廃止することとなった理由

２　 廃止することとなる時期

（年号）　　年　　月　　日

３　運送事業に係る今後の予定

４　責任（担当）者

職

氏名

別紙１（第３条関係）

○○第○○号

年　　月　　日

○○法人○○○○

代表○○○○　　殿

上田市長　印　　

　　　移動困難者に係る福祉輸送サービスの協力について（依頼）

　当市町村内の輸送の現状から、タクシー等の公共交通機関によっては移動困難者等に係る十分な福祉輸送サービスが確保できないと認められるため、下記のとおり福祉輸送サービスについて協力をお願いします。

記

（当市町村内）における移動困難者等に対する福祉有償運送

　添付書類

・上田市福祉輸送サービス事業実施要領（別紙２）

別紙２（第３条関係）

上田市福祉輸送サービス事業実施要領

（目的）

第１条　この要領は、通常バス、タクシー等の公共交通機関を利用することが困難な高齢者、障害者等（車イス利用者を含む。）の外出の利便を図り、社会参加の促進及び社会福祉の向上に寄与するための福祉輸送サービス事業（以下「事業」という。）を行うに当たり、その適正な運営を確保することを目的とする。

（事業主体）

第２条　事業の実施主体は、上田市内に事務所を有する又は現に上田市内の住民を会員（福祉輸送サービスの利用者に限る。以下同じ。）に含む特定非営利活動法人又は道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号。以下「施行規則」という。）第４８条に定める法人（以下「ＮＰＯ等」という。）であって、社会福祉を目的とする法人に限るものとする。

２　事業を行おうとするＮＰＯ等は、目的、対象者、車両、安全確保等事業実施に必要な事項を上田市長に届け出なければならない。

３　上田市長は、前項の届出があった場合には、当該ＮＰＯ等の事業実施主体としての適格性を慎重に判断し、適格性があると認めた場合には、「移動困難者に係る輸送サービスの協力について（依頼）」を交付しなければならない。

４　上田市長は、前項の適格性の判断に当たっては、次の事項について配慮しなければならない。

（１）上田市内のタクシー事業者に必要な助言を求めるなど、実態を踏まえた判断となるようにすること。

（２）当該ＮＰＯ等が他の市町村に同様の届出を行っている場合には、当該市町村と判断が異ならないようにすること。

（利用対象者）

第３条　事業の利用対象者は、施行規則第４９条第３号に定める者のうち、上田市内に住所を有する者及び上田市内の事業所等に通院、通勤又は通学する者とする。

（使用車両）　

第４条　事業の使用車両は、「福祉有償運送の登録に関する処理方針」（平成１８年９月１５日付け国自旅第１４３号。以下「福祉処理方針」という。）２.（２）⑦の（イ）～（ホ）に定める自動車であって乗車定員１１人未満のものに限る。

２　前項に掲げる車両については、施行規則第５１条の２３第１項及び第２項に基づく標章を表示するとともに、同条第３項に基づき登録証の写しを備えておかなければならない。また、車内には、運送者の名称、運転者の氏名、登録番号、利用者から収受する対価に関する事項を利用者に見やすいよう掲示しなければならない。

（運転者）

第５条　運転者は、施行規則第５１条の１６第１項の定める要件を満たす者に限る。

２　福祉処理方針２.（２）⑦の（ホ）に定める車両を使用する場合には、前項の規定にかかわらず、次のいずれかの条件を満たさなければならない。

（１）施行規則第５１条の１６第１項に定める要件を満たす運転者が、同条第３項の要件をも満たすこと

（２）施行規則第５１条の１６第１項に定める要件を満たす者が運転し、同条第３項の要件を満たす者が同乗すること
（運行範囲）

第６条　ＮＰＯ等は、事業の実施に当たり、上田市内を発地又は着地とするもの以外の運行を実施することはできない。

（利用料金）

第７条　ＮＰＯ等は、事業の実施に当たり、利用料金を定めなければならない。

２　前項の利用料金は、「自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱いについて」（平成１８年９月１５日付け国自旅第１４４号）に定めるところに従い、ＮＰＯ等が定めるものとする。

（運行管理体制）

第８条　ＮＰＯ等は、事業の実施に当たり、施行規則第５１条の１７に定める運行管理責任者を定め、運行管理体制を整備し安全の確保に努めなければならない。

２　ＮＰＯ等は、施行規則第５１条の２６に従うほか、市と連携を取りながら、利用者等からの苦情に対し適切に対応し、記録する体制を整えるとともに、責任者を明確にしなければならない。

（事故又は故障）

第９条　ＮＰＯ等は、施行規則第５１条の２１に従うほか、事業の実施に当たり、事故又は故障発生時の処理及び責任体制を定め、現場での適切な処置に努めなければならない。

（補償）

第１０条　ＮＰＯ等は、事業の実施に当たり、事業に使用する車両すべてについて、対人無制限及び対物１,０００万円以上の任意保険又は共済（搭乗者障害を対象に含むものに限る。）に加入しなければならない。

（その他）

第１１条　この要領に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、上田市長が別に定める。

附　則　

　この要領は、平成１８年１０月１日から施行する。
別紙４（第４条関係）

	確　認　項　目
	可
	否

	１　協議申請書
	
	

	
	申請者
	
	

	
	
	法人の住所は登記上のものか？
	
	

	
	
	法人の名称は登記上のものか（省略していないか）？
	
	

	
	
	法人又は代表者の職印が押印されているか？
	
	

	
	その他記載事項
	
	

	
	
	明記されているか（もれはないか）？
	
	

	
	
	法人の運行規約の内容と一致しているか？
	
	

	２　上田市が作成する依頼書
	
	

	
	正式なものか（記載事項にもれはないか）？
	
	

	３　上田市福祉輸送サービス事業実施要領
	
	

	
	添付されているか？（最新のものか？）
	
	

	４　個人情報閲覧同意書
	
	

	
	会員氏名は自署であるか？（代筆又は記名の場合は押印があるか？）
	
	

	
	会員名簿に登録されているか？
	
	

	５　宣誓書
	
	

	
	名称、住所、代表者の氏名
	
	

	
	
	明記されているか？
	
	

	６　自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類
	
	

	
	添付されているか？
	
	

	
	すべての自動車についてもれがないか？
	
	

	７　運転者等就任承諾書等、運転免許証の写し、資格の有無を証する書面の写し
	
	

	
	使用車両の台数と比べて人数は十分か？
	
	

	
	必要な書類は添付されているか？
	
	

	８　運行管理の責任者の就任承諾書
	
	

	
	必要な人数の承諾書があるか？
	
	

	９　運行管理の体制等を記載した書類
	
	

	
	運行管理の責任者の就任予定名簿
	
	

	
	
	必要な人数分の記載があるか？
	
	

	
	
	必要な書類が添付されているか？
	
	

	
	その他記載事項
	
	

	
	
	もれがないか？
	
	

	１０　運送しようとする旅客の名簿
	
	

	
	不備がないか？
	
	

	１１　旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する書面
	
	

	
	必要な書類が添付されているか？
	
	

	
	添付書類がない場合の様式に記載があるか？
	
	

	１２　既存の法人にあっては、次に掲げる書類
	
	

	
	定款又は寄付行為及び登記簿の謄本
	
	

	
	
	代表者による原本証明があるか？
	
	

	
	役員の名簿
	
	

	
	
	代表者による原本証明があるか？
	
	

	１３　運送の対価として収受する金額を記載した書面
	
	

	
	明記されているか？
	
	

	
	前年度の事業報告書、収支決算書（又は事業計画書、収支予算書）が添付されているか？
	
	

	１４　運送しようとする区域（市町村）及び周辺の市町村を表示した地図に、公共交通機関の位置及び主な路線、官公署の位置、申請主体の事務所の位置を記したもの
	
	

	
	不備がないか？
	
	

	
	わかりやすいか？
	
	


別紙５（第１０条関係）

（年号）　　年　　月　　日　

　　申　　請　　者　　殿

運営協議会において協議が調ったことを証する書類

　下記のとおり運営協議会を開催し、運送の対価として収受する金額の変更について適当であるとの合意に至ったので、その旨証する書類を交付する。

記

１　運営協議会の名称及び対象市町村

　（名　称）

　　

　（対象市町村）

　　

２　運営協議会にて合意に至った年月日

３　合意の内容

(1)  旅客から収受する対価

	新
	旧

	
	


(2)  その他特記事項

　　　　　　　　（年号）　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　上田市福祉有償運送運営協議会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

見本２（第３条関係）

特定非営利法人○○○○福祉輸送サービス事業運行規約

（目的）

第１条　この規約は、通常バス、タクシー等の公共交通機関を利用することが困難な高齢者及び障害者等（車イス利用者を含む）の外出の利便を図り、社会参加の促進及び社会福祉の向上に寄与するための福祉輸送サービス事業（以下「事業」という。）を行うにあたり、その適正な運営を確保することを目的とする。

（利用対象者）

＜福祉有償運送の場合＞

第２条　事業の利用対象者は、施行規則第４９条第３号に定める者のうち、○○市町村（、△△市町村、□□市町村）内に住所を有する者（及び○○市町村内の事業所等に通院、通勤又は通学する者）とする。

＜過疎地有償運送の場合＞

第２条　事業の利用対象者は、施行規則第４９条第２号に定める者のうち、○○地区（合併前の旧○○町村）内に住所を有する者であって、○○市町村福祉輸送サービス事業実施要領に基づき○○市長が必要と認める者とする。

（使用車両）

＜福祉有償運送の場合＞

第３条　車両は、「福祉有償運送の登録に関する処理方針」（平成１８年９月１５日付け国自旅第１４３号。以下「福祉処理方針」という。）２．（２）⑦の（イ）～（ホ）に定める自動車であって乗車定員１１人未満のものを使用するものとする。

２　前項に掲げる車両については、施行規則第５１条の２３第１項及び第２項に基づく標章を表示するとともに、同条第３項に基づき登録証の写しを備えておくものとする。

＜過疎地有償運送の場合＞

第３条　車両は、「過疎地有償運送の登録に関する処理方針」（平成１８年９月１５日付け国自旅第１４２号。以下「過疎地処理方針」という。）２．（２）⑦の（イ）及び（ロ）に定める自動車であって乗用自動車を使用するものとする。

２　前項に掲げる車両については、施行規則第５１条の２３第１項及び第２項に基づく標章を表示するとともに、同条第３項に基づき登録証の写しを備えておくものとする。

（運転者）

第４条　施行規則第５１条の１６第１項に定める要件を満たす者を運転者とする。

２　福祉処理方針２．（２）⑦の（ホ）に定める車両を使用する場合には、前項の規定にかかわらず、次のいずれかの条件を満たすものとする。

1 施行規則第５１条の１６第１項に定める要件を満たす運転者が、同条第３項の要件をも満たすこと

2 施行規則第５１条の１６第１項に定める要件を満たす者が運転し、同条第３項の要件を満たす者が同乗すること

（運行管理体制）

第５条　□□□□□□を運行管理責任者とし、運行管理体制を別表のとおり定める。

（運行範囲）

＜福祉有償運送の場合＞

第６条　運行範囲は、○○市町村（、△△市町村、□□市町村）内を発地又は着地とするものを対象とする。

第６条　運行範囲は、利用者の住所地（通院、通勤又は通学する者については目的地）内を発地又は着地とするものを対象とする。

＜過疎地有償運送の場合＞

第６条　運行範囲は、○○地区内を発地又は着地とするものを対象とする。

（運行時間）

第７条　運行時間は、原則として、月曜日から土曜日まで（ただし、１２月２９日から翌年の１月３日までを除く。以下「運行日」という。）の午前○時から午後○時までとする。

（運行予約）

第８条　運行の予約は、原則として、希望する日の○運行日前の午後○時（以下「予約〆切」という。）まで受け付けるものとする。

２　予約〆切を過ぎて利用対象者から予約の申込みがあった場合で、その理由が病院の都合など利用対象者の責めに帰すことができない理由である場合については、前項の規定にかかわらず、希望する日の○運行日前の午後○時まで受け付けることができるものとする。

３　運行の予約は、当法人への電話により、又は当法人の事務所への訪問により受け付けるものとし、運転者個人が電話により、又は運行の際に次回の予約を引き受けることはしない。

（利用料金）

第９条　利用料金は、利用１回につき○○○円とし、○○市町村外の場合は○○市町村の外の区域の走行１キロメートルについて　○○円の加算とする。

２　有料道路通行料金及び有料駐車場等使用料金の実費は、利用者がその都度負担するものとする。

３　公立○○○○病院への利用については､○○市町村内扱いとする｡

（事故又は故障）

第10条　運行中に事故又は故障が発生した場合は、運転者は現場での適切な処置を取るとともに、速やかに運行管理責任者に報告を行いその指示に従うものとする。

（補償）

第１１条　事故等による利用者への補償については、当法人が加入した保険の補償の範囲内とする。

（その他）

第１２条　この要領に定めるものの他、必要な事項は、○○が別に定める。

附　則１　この要領は、（年号）　　年　月　日から施行する。

２　この要領は、福祉有償運送運営協議会の協議の結果、変更する必要が生じた場合には、速やかに変更した上で、道路運送法上の手続を行うものとする。

別紙「様式第１－１号」

　　年　　月　　日　　

北陸信越運輸局　長野運輸支局長　殿

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　
自家用有償旅客運送の登録の申請

　このたび、自家用有償旅客運送を行いたいので、道路運送法第７９条の２の規定に基づき、下記のとおり申請します。

　

記

１　名称、住所、代表者の氏名

２　自家用有償旅客運送の種別

（福祉有償運送）

３　運送の区域

	区　　域
	備　　　考

	
	


４　事務所の名称及び位置

	事務所の名称
	位　　　　置

	
	


５．事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数
	事務所の名称
	所 有

区 分
	寝台車

（軽）
	車いす車

（軽）
	兼用車

（軽）
	回転シート車

（軽）
	セダン等

（軽）
	合　計

（軽）

	
	所 有
	（ 　）
	（ 　）
	（ 　）
	（ 　）
	（   ）
	（  　）

	
	持 込
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※

( )

	
	合 計
	（　 ）
	（ 　）
	（　 ）
	（　 ）
	（ 　）
	（　  ）


軽自動車については、（　）内に内数で記載すること
事業用自動車については、※欄に記入すること
６．運送しようとする旅客の範囲
	
	イ　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者

	
	ロ　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第5条に規定する精神障害者

	
	ハ　障害者の雇用の促進等に関する法律第2条第4号に規定する知的障害者

	
	ニ　介護保険法第19条第1項に規定する要介護認定を受けている者

	
	ホ　介護保険法第19条第2項に規定する要支援認定を受けている者

	
	ヘ　介護保険法施行規則第140条の62の4第2号のる基準（基本チェックリスト）に該当する者

	
	ト　その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障害を有する者


　行うものに○を付すものとする。
７．運送の区域ごとの対価の額
　（必要に応じ関係資料を添付のこと）
８．（事業者協力型自家用有償旅客運送の場合）協力事業者の氏名又は名称及び住所

９．添付書類

（１）定款又は寄付行為、登記事項証明書、役員名簿
（２）法第７９条の４第１～４号に該当しない旨を証する書類
（３）地域公共交通会議等において協議が調ったことを証する書類

（４）自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

（５）運転者が必要な要件を備えていることを証する書類

（６）運行管理の責任者及び運行管理の体制を記載した書類

（７）整備管理の責任者及び整備管理の体制を記載した書類

（８）事故発生時の対応に係る責任者及び連絡体制を記載した書類

（９）自家用有償旅客運送自動車の運行により生じた旅客その他の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する書類

（10）運送しようとする旅客の名簿
別紙「様式第１－２号」

　　年　　月　　日　　

北陸信越運輸局　長野運輸支局長　殿

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　
自家用有償旅客運送の更新登録の申請

　このたび、自家用有償旅客運送の有効期間の更新を行いたいので、道路運送法第７９条の６及び同法施行規則第５１条の１０の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　名称、住所、代表者の氏名

２　登録番号

３　自家用有償旅客運送の種別

（福祉有償運送）

４　運送の区域

	区　　　域
	備　　　　考

	
	


５　事務所の名称及び位置

	事務所の名称
	位　　　　置

	
	


６．事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数
	事務所の名称
	所 有

区 分
	寝台車

（軽）
	車いす車

（軽）
	兼用車

（軽）
	回転シート車

（軽）
	セダン等

（軽）
	合　計

（軽）

	
	所 有
	（ 　）
	（ 　）
	（ 　）
	（ 　）
	（   ）
	（  　）

	
	持 込
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※

( )

	
	合 計
	（　 ）
	（ 　）
	（　 ）
	（　 ）
	（ 　）
	（　  ）


軽自動車については、（　）内に内数で記載すること
事業用自動車については、※欄に記入すること
７．運送しようとする旅客の範囲
	
	イ　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者

	
	ロ　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第5条に規定する精神障害者

	
	ハ　障害者の雇用の促進等に関する法律第2条第4号に規定する知的障害者

	
	ニ　介護保険法第19条第1項に規定する要介護認定を受けている者

	
	ホ　介護保険法第19条第2項に規定する要支援認定を受けている者

	
	ヘ　介護保険法施行規則第140条の62の4第2号のる基準（基本チェックリスト）に該当する者

	
	ト　その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障害を有する者


　行うものに○を付すものとする。
８．運送の区域ごとの対価の額
　（必要に応じ関係資料を添付のこと）
９．（事業者協力型自家用有償旅客運送の場合）協力事業者の氏名又は名称及び住所

10．添付書類

（１）定款又は寄付行為、登記事項証明書、役員名簿
（２）法第７９条の４第１～４号に該当しない旨を証する書類
（３）地域公共交通会議等において協議が調ったことを証する書類

（４）自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

（５）運転者が必要な要件を備えていることを証する書類

（６）運行管理の責任者及び運行管理の体制を記載した書類

（７）整備管理の責任者及び整備管理の体制を記載した書類

（８）事故発生時の対応に係る責任者及び連絡体制を記載した書類

（９）自家用有償旅客運送自動車の運行により生じた旅客その他の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する書類

（10）運送しようとする旅客の名簿別紙
「様式第１－３号」
　　年　　月　　日　　

北陸信越運輸局　長野運輸支局長　殿

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　
自家用有償旅客運送の変更登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送の登録事項の変更を行いたいので、道路運送法第７９条の７及び同法施行規則第５１条の１１の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　名称、住所、代表者の氏名

２　登録番号

３　自家用有償旅客運送の種別

（福祉有償運送）

４　変更しようとする事項

　(1)  自家用有償旅客運送の種別の変更　　

	新
	旧

	
	


(2)　運送の区域の変更

	新
	旧

	
	


５　変更予定期日

　　（年号）　　年　　月　　日
 別紙「様式第１－４号」

　　年　　月　　日　　

北陸信越運輸局　長野運輸支局長　殿

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　
自家用有償旅客運送に係る登録事項変更届出書

このたび、自家用有償旅客運送の登録事項のうち軽微な事項の変更を行いましたので、道路運送法第７９条の７及び同法施行規則第５１条の１３の規定に基づき、下記のとおり届出致します。

記

１　名称、住所、代表者の氏名

２　登録番号

３　自家用有償旅客運送の種別

（福祉有償運送）

４　軽微な事項の変更

　(1)  名称、住所、代表者の氏名

	
	新
	旧

	法人の名称
	
	

	住　　　所
	
	

	代表者の氏名
	
	


  （2）自家用有償旅客運送の種別

　　（交通空白地有償運送又は福祉有償運送のうちいずれかを行わないこととする場合に限る）
	新
	旧

	
	


   (3)  運送の区域（減少した場合に限る）

	
	運　　送　　の　　区　　域

	新
	

	旧
	

	(4)  事務所の名称及び位置

	
	名　　称
	位　　置

	新
	
	

	旧
	
	


(5)  事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数

	事務所の名称
	所有

区分
	寝台車

（軽）
	車いす車

（軽）
	兼用車

（軽）
	回転シート車

（軽）
	セダン等

（軽）
	合　計

（軽）

	新
	
	所有
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	持込
	( )
	※

( )
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※

( )

	
	
	合計
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	旧
	
	所有
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	
	
	持込
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※
( )
	( )
	※

( )
	( )
	※
( )

	
	
	合計
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）


軽自動車については、（　）内に内数で記載すること
事業用自動車については、※欄に記載すること

(6)　運送しようとする旅客の範囲（縮小する場合に限る）

	
	新
	旧

	身体障害者
	
	

	精神障害者
	
	

	知的障害者
	
	

	要介護認定者
	
	

	要支援認定者
	
	

	基本チェックリスト該当者
	
	

	その他
	
	


   行うものに○を付すものとする。
(7) 事業者協力型自家用有償旅客運送に係る協力事業者の氏名又は名称、住所

	
	新
	旧

	氏名又は名称
	
	

	住　　　所
	
	


５．変更をした日

　　（年号）　年　月　日
 添付書類（新規登録の申請に際して添付が必要な書類）

	
	必　　　要　　　書　　　類
	様式番号

	１
	定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿
	

	２
	宣誓書（第７９条の４第１～４号までのいずれにも該当しない旨を証する書類
	別紙「様式第２号」

	３
	法第５１条の７に規定する運営協議会においての合意を証する書類
	別紙「様式第３号」

	４
	自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類
	

	５
	運転者等就任承諾書等及び運転免許証の写し並びに施行規則第５１条１６に定める資格の有無を証する書面の写し
	別紙「様式第４号」

	６
	運行管理の責任者の就任承諾書
	別紙「様式第５号」

	７
	運行管理の体制等を記載した書類
	別紙「様式第６号」

	８
	運送しようとする旅客の名簿
	参考様式第イ号

参考様式第ロ号

（上田市の場合「見本１」）

	９
	旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する書面
	別紙「様式第９号」


添付書類（更新登録、変更登録の申請、変更の届出に際して基本的に添付が必要な書類）

	
	必  　　要　 　 書　　  類
	様式番号

	１
	定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿
	

	２
	宣誓書（第７９条の４第１～４号までのいずれにも該当しない旨を証する書類
	別紙「様式第２号」

	３
	法第５１条の７に規定する運営協議会においての合意を証する書類
	別紙「様式第３号」

	４
	自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類
	

	５
	運転者等就任承諾書等及び運転免許証の写し並びに施行規則第５１条１６に定める資格の有無を証する書面の写し
	別紙「様式第４号」

	６
	運行管理の責任者の就任承諾書
	別紙「様式第５号」

	７
	運行管理の体制等を記載した書類
	別紙「様式第６号」

	８
	運送しようとする旅客の名簿
	参考様式第イ号

参考様式第ロ号
（上田市の場合「見本１」）

	９
	登録証（更新登録、変更登録等の場合）
	別紙「様式第７号」

	10
	旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する書面（宣誓書他）
	別紙「様式第９号」


別紙「様式第２号」
上田市福祉有償運送運営協議会長　殿
宣　　誓　　書

　当法人における役員の全員が、道路運送法第７９条の４第１項第１号から第４号までのいずれにも該当しないことを宣誓致します。

　（年号）　　年　　月　　日

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　
別紙「様式第３号」
　　年　　月　　日　　

　　申　　請　　者　　殿

運営協議会において協議が調ったことを証する書類

　下記のとおり運営協議会を開催し、当該地域における地域住民の生活のために必要な旅客輸送を行わせることが必要であるとの合意に至ったので、その旨証する書類を交付する。

記

１　運営協議会の名称及び対象市町村

　（名　称）

　　

　（対象市町村）

　　

２　運営協議会にて合意に至った年月日

３　合意の内容

(3)  運送主体

(4)  運送の区域

(5)  旅客から収受する対価（対価の内容を添付すること）

(6)  その他特記事項

　　　　　　　　（年号）　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　上田市福祉有償運送運営協議会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別紙「様式第４号」
運転者就任承諾書兼就任予定運転者名簿

申請者（　　　　　　　　　　）が、長野運輸支局に提出する自家用有償旅客運送の登録の申請に基づき登録を受けた場合は、その運転者として就任することを承諾致します。

	
	氏　　　名
	住　　　　　　所
	運転免許の種類

	１
	
	
	種

	２
	
	
	種

	３
	
	
	種

	４
	
	
	種

	５
	
	
	種

	６
	
	
	種

	７
	
	
	種

	８
	
	
	種


· 受けている運転免許の別（１種、２種）の別を記載すること。

· 普通第２種運転免許を有しない者にあっては、施行規則第５１条の１６第１項各号のいずれかの要件を備えていることを証する書類を添付すること。

· 福祉自動車以外を使用して福祉有償運送を行う場合にあっては、施行規則第５１条の１６第３項各号のいずれかの要件を備えていることを証する書類を添付すること。

乗務者の就任承諾書兼就任予定乗務者名簿

申請者（　　　　　　　　　　）が、長野運輸支局に提出する自家用有償旅客運送の登録の申請に基づき登録を受けた場合は、その乗務する者として就任することを承諾致します。

	
	氏　　　名
	住　　　　　所
	資格の種類

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	


· 施行規則第５１条の１６第３項各号のいずれかの要件を満たすことを証する書類を添付すること。

　　

別紙「様式第５号」
　

運行管理の責任者　就任承諾書

　申請者（　　　　　　　　　　　　　　　）が自家用有償旅客運送の登録を受けた場合は、その運行管理の責任者として就任することを承諾致します。

（年号）　　年　　月　　日

住　　所

氏　　名

· 　乗車定員１１以上の車両を配置する事務所及び乗車定員１０人以下の車両を５両以上配置する事務所の運行管理の責任者にあっては、運行管理者資格証の写し又は施行規則第５１条の１７第２項各号のいずれかの要件を備えていることを証する書類を添付すること。

別紙「様式第６号」　

	運送の主体（申請者名）
	


運行管理の体制等を記載した書類

事務所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１．運行管理・整備管理の体制

（ア）運行管理の責任者の就任予定名簿

	No
	氏　　　名
	住　　　所
	資格の種類
	委託
	協力

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	


· 乗車定員１１人以上の車両を配置する事務所及び乗車定員１０人以下の車両を５両以上配置する事務所の運行管理の責任者にあっては、運行管理者資格証の写し又は施行規則第５１条の１７第２項各号のいずれかの要件を備えていることを証する書類を添付すること。
· 資格の種類には、法２３条第１項の運行管理者、その他の別を記載するものとする。
· 運行を委託する場合は、受託者における運行管理の責任者を記載し、委託欄に○印を記載するものとする。

· 事業者協力型自家用有償旅客運送の場合は、協力事業者における運行管理者を記載し、協力欄に○印を記載するものとする。

（イ）整備管理の責任者の就任予定名簿

	No
	氏　　名
	住　　　　所
	協力

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	


· 事業者協力型自家用有償旅客運送の場合は、受託者において選任した者を記載し、協力欄に○印を記載するものとする。

（ウ）運行管理・整備管理に係る指揮命令系統












２．事故処理連絡体制








３．苦情処理体制


別紙「様式第７号」
（番　　号）　

自家用有償旅客運送者登録証

　道路運送法第７９条の３の規定に基づき、下記のとおり自家用有償旅客運送者として登録を行ったことを証する。

記

１　登録番号

２　登録の有効期間

３　名称、住所、代表者氏名

４　自家用有償旅客運送の種別

５　運送の区域

６　登録に付す条件

（年号）　　年　　月　　日

北陸信越運輸局長野運輸支局長　　　　　　　　　　

別紙「様式８」

　　（申　請　者）　殿

登録拒否理由通知書

　（年号）　　年　　月　　日付けをもって申請のあった自家用有償旅客運送については、下記理由により（一部）登録を拒否したので通知する。

記

１　登録を拒否した事項

２　登録の拒否を行った理由

　（文　　例）

· 　道路運送法第７９条の４第１項第１号（第２号、第３号、第４号）に掲げる欠格事由に該当しているため。

· 　道路運送法施行規則第５１条の７に規定する運営協議会において協議が調っておらず、道路運送法第７９条の４第１項第５号の合意が得られていないと認められるため。

· 　道路運送法施行規則第５１条の１６第１項に定める必要な要件を備える運転者の確保がなされていないと認められるため。

· 　道路運送法施行規則第５１条の１７第１項に規定する運行管理の責任者の選任、運行管理の体制の整備がなされていないと認められるため。

· 　道路運送法施行規則第５１条の２０に規定する整備管理の責任者の選任、整備管理の体制の整備がなされていないと認められるため。

· 　道路運送法施行規則第５１条の２１に規定する旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置が講じられていないと認められるため。

· 　道路運送法施行規則第５１条の２２第１項に規定する事故が発生した場合の対応に係る責任者の選任、連絡体制の整備がなされていないと認められるため。

　　　　（年号）　　年　　月　　日

　　　　　　北陸信越運輸局長野運輸支局長　

別紙「様式第９号」
北陸信越運輸局長野運輸支局長　殿

宣　　誓　　書

　道路運送法第７９条の登録を受けた時は、速やかに以下のとおり損害を賠償するための措置を講ずることを誓約します。

記

	保険（共済）の種類
	補償金額 

	対人保険（共済）
	（無制限・　　　　　　　万円）

	対物保険（共済）
	（無制限・　　　　　　　万円）


　（年号）　　年　　月　　日

名　　　　称

住　　　　所

代表者の氏名
別添「様式２」（第８条関係）

運行指示書（見本）
	運　行　日
	自
	目　的　地
	

	
	至
	
	

	利用者氏名
	
	前回利用日
	

	特記事項
	
	前回目的地
	

	利用目的
	通院、買い物、知人訪問、観光、その他（　　　　　　　　　）

	配車時分
	時　分
	出発時刻
	時　分
	目的地到着
	時　分

	配車場所（利用者自宅）
	運行経路、経由地、時刻
	使用車両

	
	
	

	配車地までの距離　　　㎞
	目的地までの距離　　　㎞
	現在の総走行距離　　　㎞

	目的地出発
	時　分
	到着時刻
	時　分
	帰着予定
	時　分

	高速道路使用料


	天候条件

	運行に関する注意事項
	その他の注意事項

	
	


別添１（第６条関係）

運転者服務規律（見本）
（運転前点呼・日常点検）

第１　運転者は、運転開始時刻前に出勤し、運行管理責任者から運転前点呼を受けなければならない。ただし、運転者が自家用自動車を提供している場合であって、運転者の自宅から利用者の自宅等へ直接出向くことが適当であると運行管理責任者が認める場合にあっては、運転者は運行管理責任者から電話により点呼を受けるものとする。
２　運転者は、運転する前にその日の安全運行を確保するため、使用車両の日常点検を自動車点検基準に従って確実に実施し、その結果を点検記録簿に記録しなければならない。

３　運転者は、日常点検の結果を運行管理責任者に報告し、運行に関する指示及び諸注意を受けなければならない。

４　運転者は、疾病、疲労、飲酒その他の理由により、安全な運転に支障があると思われる場合は、自ら申し出なければならない。

（携行品等の点検・確認）

第２　運転者は、運行中に必要となる次のものについて点検確認し、前条の日常点検の結果報告とともに、運行管理責任者に報告すること。この場合、不備があるときは直ちに申し出て、その処置を講じなければならない。

（1） 運行に必要な携行品

運転免許証、自動車検査証、自賠責保険証、運転者証、運行指示書、運転日報

（2） 運転する車両に必要な備品

1 非常用信号用具

2 応急修理用具

3 故障時の停止表示器

4 予備タイヤ

5 車両内外の表示の確認

（運転後点呼・運転後点検）

第３　運転者は、運転を終了したときは、速やかに運行管理責任者による運転後点呼を受けなければならない。ただし、運転者が自家用自動車を提供している場合であって、利用者の自宅等から運転者の自宅へ直帰することがやむを得ないと運行管理責任者が認める場合にあっては、運転者は運行管理責任者から電話により点呼を受けるものとする。
２　運転者は、所定の手続にしたがって運転者証と運転記録用紙を運行管理責任者に提出しなければならない。ただし、前項但し書きにより直帰する場合には、速やかに運転日報を運行管理責任者に提出するものとする。

３　運転者は、運転後点呼の際に次の事項について運転後点検を実施し、その結果を報告しなければならない。

（1） 車両の状況

（2） 道路状況

（3） 事故（車両事故、利用者事故）、違反の有無

（4） 車内の忘れ物、苦情等

（5） 運転中の健康状態

（6） その他必要事項

４　運転者は、運転後点呼終了後は、翌日の運行に支障のないよう車両各部の点検と洗車を行い、また特別な申し送り事項がある場合は連絡書等により行わなければならない。

（車両整備・清掃・消毒）

第５　車両の故障を未然に防ぎ、かつ、その機能を維持するために、運転者は関係法規等により、点検整備を確実に行わなければならない。

２　車両の運行に際しては、安全保持、燃料の節約、車両の清掃、消毒等に心がけなければならない。

（応急用具、非常用信号用具の管理）

第６　運転者は、車両に備え付けの応急用具類及び非常用信号用具の使用法に習熟するとともに、性能に有効期限のあるものについては期限切れに留意し、常時使用できるよう整備しなければならない。

（安全運送の確保）

第７　運転者は、サービスの提供に当たっては、利用者の病状等に応じた細心の注意を払い、安全運送に努めなければならない。

２　運転者は、交通安全関係法令の習熟に努め、法令を遵守して安全運転に徹し、事故及び違法行為を行わないよう努めなければならない。

特に次の事項を守ること。

（1） 制限速度を厳守すること。

（2） 前方注意を怠らないこと。

（3） 信号を厳守すること。

（4） 一時停止を完全に履行すること。

（5） 交差点、横断歩道の一時停止及び徐行を厳守すること。

（6） 悪質、危険性、迷惑性の高い違法駐車をしないこと。

（7） 無理な追い越しや、通行区分違反をしないこと。

（8） 降雨、霧等の場合には特に安全を確認して運行すること。

（9） 坂道では、上りの車両に道を譲るよう心がけること。

（10）運転中は、必ずシートベルトを着用すること。

３　運転者は、運転中に最高速度違反行為、違法駐車等があった場合、運転終了後に、違反行為の内容について所定の様式により運行管理責任者に報告しなければならない。

（利用者の乗車・降車時の留意事項）

第８　運転者は、利用者が快適に無理なく乗車又は降車できるよう、自宅や居室への立入に当たっては十分に配慮し、利用者に対する適時適切な声掛けに努め、決して急がせたり、時間を掛けすぎたりしないように努めなければならない。

２　運転者は、利用者の乗車・降車に当たり自宅や居室に立入った際に、誤って柱、壁、家具等に傷を付け又は利用者の動産を破損した場合には、次に掲げる事項を実施しなければならない。

（1） 速やかに、破片による怪我等がないように必要な措置を講ずること。

（2） 利用者に謝罪すること。
（3） 利用者が容認したか否かにかかわらず、運行管理責任者に連絡し、指示を受けること。
３　運転者は、利用者の乗車・降車に当たり、転倒等により利用者が負傷した場合には、次に掲げる事項を実施しなければならない。

（1） 利用者の負傷の程度を確認すること。

（2） 速やかに応急手当、その他必要な救急の処置を講ずること。
（3） 事故の発生とその状況を運行管理責任者に電話等で連絡し、運行管理責任者の指示に従うこと。
（4） 運行の継続等について、運行管理責任者の指示に従うこと。
（踏切通過時の措置）

第９　運転者は、踏切の通過に当たっては、列車との衝突事故の防止を図るために、次の基準に従って適切に行動しなければならない。

（1） 踏切を通過しようとするときは、踏切直前で必ず一時停止し、左右前方の安全確認をすること。

（2） 踏切を通過するときは、変速装置を操作しないこと。

（3） 故障等により踏切内で運行不能となったときは、信号旗又は信号炎管を使用して列車に対し適切な防護措置をとるとともに、速やかに利用者を誘導し退避させること。

（異常気象時等における措置）

第10　運転者は、異常気象時等における安全運行の確保を図るため、次の基準に従って適切に行動しなければならない。

（1） 大雨、降雪その他異常気象の発生により安全運行に支障を生じたときは、直ちに運行管理責任者に連絡し、指示を受けること。

（2） 異常気象時において、踏切、橋梁付近、港湾付近、河川付近、道路工事現場付近、山岳地帯等を通過するときは、降車して運行の安全を確かめる等、安全運行の確保に努めること。

（3） 異常気象のため安全運送の継続が不可能と判断したときは、必要により利用者を待避させる等、利用者の安全確保に努めること。

（4） 地震、火災等の災害あるいは鉄道事故、道路事故、暴動等による交通不能等により運行の中断を行う場合には、直ちに運行管理責任者に連絡し、指示を受けること。

（高速道路走行における留意事項）

第11　運転者は、高速道路の走行に当たっては、交通事故の発生は大事故につながるおそれがあることから、高速道路走行の基本ルールを守り、事故防止に努めなければならない。

特に次の事項を守ること。

（1） 運転者はもちろん、利用者も固定ベルトを着用すること。

（2） 車間距離を十分にとること。

（3） 横風強風の時には、ハンドルが取られるので適切に減速すること。

（4） 高速走行中は、ドアーロックをかけて窓から物を投げ捨てないこと。

（5） 高速道路上で故障したときは、車両を路肩に寄せて停め、必ず車両後方に高速道路停止表示器（三角板）を提示すること。

（6） 高速道路走行中に利用者の要請によりやむを得ず車両を停止するときは、車両を路肩に寄せて停め、また利用者が降車するときは、利用者の安全の確保を図ること。

（故障事故等の場合の利用者に対する措置）

第12　運転者は、利用者の運送中に重大な故障を発見し、又は重大な事故が発生するおそれがあると認められたときは、運行を中止するとともに、直ちに運行管理責任者に連絡し、その指示により次に示す事項について適切な措置をしなければならない。

（１）利用者の運送を継続すること。

（２）利用者を出発点まで送り届けること。

（３）前各号に掲げるもののほか、利用者を保護すること。

（事故発生時の措置）

第13　運転者は、利用者の運送中に天災その他の事故により利用者が負傷し、又は死亡したときは、次に掲げる事項を実施しなければならない。

（1） 速やかに応急手当、その他必要な救護処置を講ずること。

（2） 道路の危険防止等交通の安全に必要な措置を講ずること。

（3） 運行管理責任者及び所轄警察署に連絡し、指示を受けること。

（4） 遺留品を保管すること。

（交通事故発生時の措置）

第14　運転者は、利用者の運送中に交通事故を起こしたときは、次の手続により適切に措置しなければならない。

（1） 人身事故が発生した場合

1 利用者の負傷の有無を確認すること。

2 利用者以外の負傷者の有無を確認すること。

3 速やかに応急手当、その他必要な救急の処置を講ずること。
4 損害拡大防止の措置をとること。
5 警察官に届出連絡すること。
6 事故の発生とその状況を運行管理責任者に電話等で連絡し、運行管理責任者の指示に従うこと。
7 死傷者のある場合は、速やかに死傷者の保護に当たること。
8 遺留品を保管すること。
（2） 人身事故以外の事故の場合

1 損害拡大防止の措置をとること。

2 警察官に届出連絡すること。
3 事故の発生とその状況を運行管理責任者に電話等で連絡し、運行管理責任者の指示に従うこと。
4 運行の継続等について、警察官、運行管理責任者の指示に従うこと。
（３）高速道路上の事故が発生した場合
道路管理者に通報するとともにその指示に従い、上記に準じて措置を行うこと。

（運転者の身体異常による措置）

第15　運転者は、運行中に身体の異常を感じた場合には、速やかに安全な位置に停止する等、事故を回避するための措置を講じなければならない。

（運転中の禁止行為）

第16　運転者は、次に掲げる行為をしてはならない。

（1） 危険物を車内に持ち込むこと。

（2） 酒気を帯びて運転すること。

（3） 利用者のいる車内で喫煙すること。

（4） 無用の者を同乗させ、又は他人に運転させること。

（5） 無断で車両を貸与すること。

（6） 無断で車両を放置すること。

（サービスの向上）
第17　運転者は、運行が終了した際には要望事項を聞くなど、利用者がより快適に、より安全に利用できるよう配慮するとともに、利用者から苦情を受けるような一切の行為を行わないよう努めなければならない

２　運転者は、利用者より苦情の申し出を受けたときは、誠意を持って丁寧に対応するとともに、その内容を苦情処理簿に記録し、直ちに運行管理責任者に報告しなければならない。

３　運転者は、苦情を含む要望事項について運行管理責任者が講じた改善措置を的確に実行するとともに、運行が終了した際には利用者に改善されたかどうかを確認し、その結果を運行管理責任者に報告しなければならない。

（日常の健康管理）

第18　運転者は、運行の安全の確保を図るという観点から、平素より自身の健康保持について自主管理に努めなければならない。特に高血圧、低血圧、貧血、心臓疾患等の症状を有する健康上の要注意者は、定期健康診断を必ず受診するとともに適時医師の診断を受け、その診断結果に基づいて生活習慣の改善を図るなど適切な健康管理に努めなければならない。

なお、健康状態により運転に支障があると思われる場合には、随時運行管理責任者に報告すること。

別添２（第６条関係）

点呼要領（見本）
（運転前点呼）

第１　運行管理責任者は、運転開始前の運転者について運転前点呼を行い、次の各号について報告を求める等により確認するとともに、必要に応じ指示を与えなければならない。

（1） 安全な運転が可能かどうか運転者の心身の状況の確認

（2） 自動車点検基準に基づく運転前点検の確実な履行及び異常の有無等の点検結果

（3） 運転免許証の所持及び有効期限の確認

（4） 運行に必要な携行品の有無

運転免許証、自動車検査証、自賠責保険証、運転者証、運行指示書、運転日報、登録証の写し

（5） 運転する車両に必要な備品

非常用信号用具・応急修理用具・故障時の停止表示器・予備タイヤ等

２　前項の点呼は、所定の場所において対面で実施することを原則とする。ただし、運転者が自家用自動車を提供している場合であって、運転者の自宅から利用者の自宅等へ直接出向くことが適当である場合にあっては、運行管理責任者は電話により点呼を行うものとする。
３　運行管理責任者は、運転前点呼においては、運行区域内の交通規制、道路状況、気象情報、主要行事・催し物、及び交通事故・法律違反又は前日の運行結果等に基づき適切な指示を行わなければならない。

（運転後点呼）

第２　運行管理責任者は、運転終了後の運転者について対面により運転後点呼を行い、次の各号について報告を求め、確認しなければならない。ただし、運転者が自家用自動車を提供している場合であって、利用者の自宅等から運転者の自宅へ直帰することがやむを得ない場合にあっては、運行管理責任者は電話により点呼を行うものとする。

（1） 自動車の鍵、運転者証、自動車検査証、自賠責保険証等の受領

（2） 運転日報の受領及び記載内容の確認

（3） 運転者の心身についての異常の有無

（4） 事故その他サービスの提供における異常の有無及び必要な報告書の受領

（5） 自動車の異音、異臭、異熱、制動・操縦装置、灯火類等自動車の故障の有無

（6） 苦情、遺失物があった場合には、その内容の聴取、受領

２　前項の点呼の結果、次に該当する場合は、運行管理責任者は必要な指導及び措置を講じなければならない。

（1） 異常のある自動車について、整備管理者に通報して確実に整備すること。

（2） 次のサービスの提供に必要な交通状況等の事項について、関係者に通報又は指示すること等により、安全運行の確保について適切な措置を講ずること。

（点呼記録）

第３　前２条による点呼については、点呼簿に次に掲げる事項を記録し、２年間以上保存しなければならない。

（7） 点呼執行者、点呼日時及び点呼方法

（8） 運転前点呼の場合は、運転者指名、疾病、疲労、飲酒等の状況、運転する自動車の登録番号、日常点検状況、指示事項その他必要な事項

（9） 運転後点呼の場合は、自動車、道路及びサービスの提供の状況等

（運転記録）

第４　運行管理責任者は、運転前点呼の際に運転者ごとに運転日報を交付し、次に掲げる事項を記録させ、運転後点呼の際にこれを提出させなければならない。

（1） 運転者氏名

（2） 運転する自動車の登録番号

（3） 運転の開始時刻及び終了時刻

（4） 個々のサービス提供の開始、終了の時刻

（5） 利用者の人数

（6） 車両故障、交通事故、その他異常な状態があればその内容及び原因

（7） 苦情、遺失物の有無

（8） その他必要と認められる事項

２　運行管理責任者は、運転日報を運転者又は利用者ごとに整理し、運転記録として１年間保存しなければならない。

別添３（第６条関係）

事故処理要領（見本）
（運行中断時の措置）

第１　運行管理責任者は、故障、事故又は運転者の急病その他やむを得ない事由により、サービスの提供を中断したときは、当該自動車に乗車している（又は乗車を予定している）利用者のために、状況に応じて運転者に指示し、次により適切な措置を講じなければならない。

（1） 利用者の運送を継続すること。

（2） 利用者を保護すること。

（3） 利用者を出発地又は目的地まで送り届けること。

（事故発生時の措置）

第２　運行管理責任者は、サービスの提供中に事故が発生した場合、的確に状況判断を行い、次により運転者に対して指示しなければならない。
（1） 乗車・降車時の物損事故が発生した場合の措置
1 速やかに、破片による怪我等がないように必要な措置を講ずること。

2 利用者に謝罪すること。

3 利用者が容認したか否かにかかわらず、運行管理責任者に連絡し、指示を受けること。

（2） 乗車・降車時の利用者の転倒事故が発生した場合の措置
1 利用者の負傷の程度を確認すること。

2 速やかに応急手当、その他必要な救急の処置を講ずること。
3 事故の発生とその状況を運行管理責任者に電話等で連絡し、運行管理責任者の指示に従うこと。
4 運行の継続等について、運行管理責任者の指示に従うこと。
（3） 人身事故が発生した場合の措置
1 負傷者を確認すること。

2 速やかに応急手当、その他必要な救急の処置を講ずること。
3 損害拡大防止の措置をとること。
4 警察官に届出連絡すること。
5 事故の発生とその状況を運行管理責任者に電話等で連絡し、運行管理責任者の指示に従うこと。
6 死傷者のある場合は、速やかに死傷者の保護に当たること。
7 遺留品を保管すること。
（4） 人身事故以外の事故が発生した場合の措置
1 損害拡大防止の措置をとること。

2 警察官に届出連絡すること。
3 事故の発生とその状況を運行管理責任者に電話等で連絡し、運行管理責任者の指示に従うこと。
4 その他運行の継続等
（5） 高速道路上の事故が発生した場合の措置
道路管理者に通報するとともにその指示に従い、上記に準じて措置を行うこと。
２　運行管理責任者は、前項による運転者への指示の他、迅速に次の措置をとらなければならない。

（1） 利用者の安全保護のための措置

（2） 事故現場への係員（必要があれば自ら）の派遣

（3） 代車の急送等利用者の輸送継続のための措置

（4） 修理要員の派遣及び修理器具、部品等の急送

（5） 死傷者の家族及び勤務先等への連絡

（6） 事故の状況及び原因の調査

３　運行管理責任者は、人身事故以外の事故を除き、自ら事故現場の調査を行い、警察官、事故の相手方、目撃者の意見等を聴取する他、現場の写真を撮影するなどして、事実の把握に努めなければならない。

（事故の解決）

第３　運行管理責任者は、利用者を含む第三者に対してサービスの提供に伴う事故により死傷又は損害を与えた場合には、誠意を持ってその解決に努めなければならない。

（事故の記録）

第４　運行管理責任者は、事故発生後３０日以内に次の事項を記載した事故記録を作成し、運転者全員に周知して再発防止を図るとともに事務所に２年間保存しなければならない。

（1） 運転者の氏名、運転経験、当日の運転開始時刻

（2） 使用自動車の登録番号

（3） 事故の発生日時、天候

（4） 事故の発生場所、道路の状況（現場付近の見取り図などを添付する。）

（5） 事故の当事者（運転者を除く。）の氏名、利用者の被害の有無、程度等

（6） 事故の概要

事故の種類、損害の程度、相手方、心身状態、走行状態等

（7） 事故の原因

（8） 再発防止策

（9） その他参考となる事項

（事故防止及び安全対策）

第５　運行管理責任者は、サービスの提供における安全及び利用者の安全を確保するため、次の各号に掲げる事故防止のための措置を講じなければならない。

（1） 行政機関や関係団体が発する事故防止等に関する情報等を積極的に収集し、掲示板を利用する等周知徹底を図るとともに、当該情報等を活用して運転者教育を実施すること。

（2） 発生した事故及び実例体験（ヒヤリハット）の概要・原因分析をまとめて再発防止策を検討し、運転者教育を実施すること。

（3） 疾病、疲労等に起因する交通事故を未然に防ぐため、定期健康診断結果に基づいた注意・指導及び日頃の健康管理について指導教育を実施すること。

（4） 安全対策の充実を図るため、所轄警察署と協力して交通事故防止講習会を計画的に開催し、事故防止に対する運転者の意識を高揚させ、交通事故の未然防止に努めること。

（5） 個々の運送の開始、終了の時刻

（6） 利用者の人数

（7） 車両故障、交通事故、その他異常な状態があればその内容及び原因

（8） 苦情、遺失物の有無

（9） その他必要と認められる事項

２　運行管理者は、運転日報を運転者又は利用者ごとに整理し、運転記録として１年間保存しなければならない。

別添４（第７条関係）

整備管理要領（見本）
（権限）

第１　整備管理責任者は、次に定める職務を遂行する権限を有する。

（1） 日常点検整備の実施方法を定めること。

（2） 前号の点検の結果に基づき、運行の可否を決定すること。

（3） 法定の定期点検を実施すること。

（4） 第１号及び前号の点検のほか、随時必要な点検を実施すること。

（5） 第１号、第３号又は前号の点検の結果、必要な整備を実施すること。

（6） 第３号の点検及び前号の整備の実施計画を定めること。

（7） 点検整備記録簿その他の点検及び整備に関する記録簿を管理すること。

（8） 自動車車庫を管理すること。

（9） 前各号に掲げる事項を処理するため、運転者その他の者を指導し、又は監督すること。

（日常点検整備及び運行の可否の決定）

第２　整備管理責任者は、運転者に対し１日１回その運転開始前、日常点検を確実に行わせ、日常点検表にその結果を記載させなければならない。

運行の可否の決定は、整備管理責任者が日常点検表に押印することをもって行うものとする。ただし、運転者が自家用自動車を提供している場合であって、運転者の自宅から利用者の自宅等へ直接出向くことが適当であると運行管理責任者が認める場合にあっては、整備管理責任者が電話により日常点検表に記載された内容を確認することにより押印に代えることができる。
２　運転者は、前項の点検の結果、異常を発見した場合には、直ちに整備管理責任者に報告し、その指示を受けなければならない。

３　整備管理責任者は、前項の報告があった場合には、必要な整備をした後でなければ運行させてはならない。

（定期点検整備）

第３　整備管理責任者は、法定定期点検整備を実施しなければならない。

（定期点検整備計画及び実施）

第４　整備管理責任者は、前条に定められた定期点検整備の種類に従い、計画の立案及び実施を次のとおり行わなければならない。

（1） 年度ごとに定期点検整備計画を作成し、確実に実施すること。

（2） 前号の計画を関係者に周知すること。

（3） 第１号の計画に基づく定期点検整備は、点検予定日を超えないようにすること。

（4） 定期点検整備の完了後は、定期点検整備記録簿により、点検整備内容を確認すること。

（5） 定期点検整備実績を記録し、実施状況を把握すること。

セダン型等の自動車を使用して、福祉有償運送を行う場合であって、施行規則第５１条の１６第３項に規定する要件を備えない運転者が乗務する場合にあっては当該要件を備えた者を乗務させることが必要。
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